地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所　中期目標変更に係る新旧対照表
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（前文）

大阪府立産業技術総合研究所は、大阪府の産業振興の拠点として、企業の技術支援や研究開発を行い、大阪経済の発展と府民生活の向上に寄与してきた。 
近年、経済活動のグローバル化を背景に、産業構造の変化や国際分業が進み、国際競争は年々厳しさを増しているが、その中で大阪の産業・経済が持続的に発展するためには、大阪の企業が新たな価値を創造する技術革新や製品開発への取組を強化し、競争力を高めることが不可欠である。一方、大阪府は、『大阪の成長戦略』を策定し、２０２０年までに「実質成長率 年平均２％以上」、「雇用創出 年平均１万人以上」等の成長を目指すことを掲げた。 
このような中、大阪のものづくり中小企業は大阪の産業の基盤として国際競争に打ち勝ち、大阪の産業・経済を牽引していかなければならない。しかしながら、個々の中小企業だけでは技術力等の経営資源に限界が伴う。 
そこで、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（以下「産技研」という。）は、ものづくり中小企業の「テクノ・パートナー」として、基盤技術の高度化や信頼性の実証による売れる製品づくり、研究開発成果の技術移転等、従来の機能をより強化するとともに、企業が付加価値の高い技術や新たな市場開拓を可能とする製品を数多く生み出すため、環境・新エネルギー等の成長分野への参入促進に向けた取組や企業間連携、産学官連携等の「つなぐ」取組を実現していくものとする。 
産技研は、「攻め」の事業展開を旨とし、企業ニーズに応える質の高いサービスを積極的に提案し、顧客の期待を上回るサービスを提供し続けることにより、もって顧客の拡大を実現し、その結果として得られる増加した収入を支援機能の強化に投資し、企業に還元するという、好循環の運営を目指す。

こうした中、府市統合本部において、中小企業をはじめとする利用者の利便性の向上と総合的かつ高度な技術支援・研究開発を実施するため、産技研と地方独立行政法人大阪市立工業研究所（以下、市工研という。）について、両研究所の強みと特徴を活かし、工業技術とものづくりを支える知と技術の支援拠点「スーパー公設試」をめざし、新たな大都市制度移行時又は地方独立行政法人法改正後に法人統合するとの基本的方向性が示された。

そのため、両研究所の事業・サービスの内容の精査を行い、経営戦略の一体化や業務プロセスの共通化、研究開発及び技術支援サービスにおける連携事業等を順次実施するなど法人統合に向けた取組みを進めていく必要がある。

以上のことを実現するため、大阪府は産技研の中期目標を定める。
第2　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
　　略

５　市工研との統合に向けた取組の推進

    市工研との統合によるマネジメントの一元化を通じた効果的な事業展開と効率的運営を見据え、先行して経営戦略の一体化や業務プロセスの共通化、研究開発、技術支援サービス、情報発信等における連携事業を実施するなど、機能面の実質的な統合と事業の効率化を図る。
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　　記載追加
以上のことを実現するため、大阪府は産技研の中期目標を定める。
第2　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
　　略

　　項目追加
 
	
●市工研との統合にかかる府市の方針決定による記載の追加

●市工研との統合にかかる府市の方針決定による記載の追加
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